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実績評価書

平成１９年８月

評価の対象となる施策目標 労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和
対策を推進すること

１．政策体系上の位置付け等

基本目標 Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること

施策目標 ４ 勤労者生活の充実を図ること

４－１ 労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の施策目標
調和対策を推進すること

※重点評価課題（仕事と生活の調和対策の推進）

個別目標１ 労働時間等の設定改善に向けた取組を推進すること

（主な事務事業）
・労働時間等設定改善援助事業
・労働時間等設定改善推進助成金
・特に時間外労働が長い事業場の事業主に対する自主的取組の推

進

個別目標２ 仕事と生活の調和に係る社会的気運を醸成すること

（主な事務事業）
・仕事と生活の調和推進会議の開催
・仕事と生活の調和キャンペーンの推進

個別目標３ 多様な働き方に対応した労働環境等を整備すること

（主な事務事業）
・特別な休暇制度普及促進事業
・テレワークの普及促進等対策

施策の概要（目的・根拠法令等）
１目的等

労働時間等の設定を、労働者の健康と生活に配慮した多様な働き方に対応したものへ
改善していくことが重要との観点から、労働時間等設定改善法に基づき、長時間労働の
是正に向けた所定外労働の削減等に重点を置いた取組を推進する。

２根拠法令等
○労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平成４年法律第９０号）

主管部局・課室 労働基準局勤労者生活部企画課
関係部局・課室 －

２．現状分析
労働者全体の総実労働時間は、平成１８年度には１，８４２時間と若干増加したもの

の、長期的には減少傾向にあるが、これは、パートタイム労働者等短時間労働者の割合
が高まっていることが要因であり、一般労働者の総実労働時間については依然として高
止まりの状況にある（ 労働時間分布の長短二極化」の進行 。中でも、子育て世代の「 ）
男性を中心に長時間労働者の割合の高止まりが見られることから、家庭生活・自発的な
職業能力開発・地域活動等に配慮した仕事と生活の調和の実現に向けて、長時間労働の
是正を図ることが必要である。

（Ⅲ－４－１）
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３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 週労働時間６０時間以上の雇用者 12.1 12.2 12.2 11.7 10.8

の割合（単位：％）
(平成１５年(１２．２％)と比べ
１割以上減少／平成２１年度)

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、総務省「労働力調査」による。
施策目標の評価
事業主等による労働時間等の設定の改善に向けた取組を促進するための支援を行うとと

もに仕事と生活の調和に係る社会的気運の醸成を図ること等により、週労働時間６０時間以
上の雇用者の割合は平成１７年以降減少しており、平成１８年は１０．８％と目標を達成したと
評価できる。

しかし、仕事と生活の調和の実現がこれまで以上に求められる中、３０代から４０代の男性
については、週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が増加しているなど依然として長時間
労働の実態があることから、これらの者に重点を置き、引き続き各種事業を行っていく必要が
ある。
（※太字部分は、重点評価課題該当部分）

（Ⅲ－４－１）
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４．個別目標に関する評価
個別目標１ 労働時間等の設定改善に向けた取組を推進すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 週労働時間６０時間以上の雇用者 12.1 12.2 12.2 11.7 10.8

の割合（単位：％）
(平成１５年(１２．２％)と比べ
１割以上減少／平成２１年度)
※施策目標に係る指標と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、総務省「労働力調査」による。
個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）

平成１８年度は、労働時間等設定改善援助事業については４０７集団、労働時間等設
定改善推進助成金については６６団体が事業を実施し、さらに、労働時間設定改善コン
サルタント（都道府県労働局に配置されている）による個別訪問、助言・指導を２８５
事業場に対して実施した結果、目標に係る数値に改善がみられた。

これらの支援事業の実施により指標に定めた効果が得られ、また、各種団体を通じて
効率的に事業が進められた。

したがって、これらの支援事業は事業主等による労働時間等の設定の改善に向けた取
組を促進するための支援策として効果的であったと評価できる。
施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 労働時間等設定改善援助事業
平成18年度 746百万円（補助割合：[国 / ][ / ][ / ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
仕事の内容や進め方にまで踏み込んだ助言・指導行う専門家（労働時間設定改善アド

バイザー）を地域の主要な事業主団体に配置し、労働時間等の設定改善に積極的に取り
組む中小企業団体に対して、個々の会員事業場の実情を踏まえた指導、援助を行う。
事務事業名 労働時間等設定改善推進助成金
平成18年度 246百万円（補助割合：[国2／3][事業主団体等1／3]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
労働時間等の設定改善（計画年休制度の導入又は連続休暇の取得促進等）を団体的取

組として行う中小企業団体に対し、申請に基づき必要な助成を行う。
事務事業名 特に時間外労働が長い事業場の事業主に対する自主的取組の推進

平成18年度 128百万円（補助割合：[国 / ][ / ][ / ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
都道府県労働局において、労働時間等設定改善に関する相談への対応や助言・指導を

行う。
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個別目標２ 仕事と生活の調和に係る社会的気運を醸成すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 週労働時間６０時間以上の雇用者 12.1 12.2 12.2 11.7 10.8

の割合（単位：％）
平成１５年(１２．２％)と比べ１
割以上減少／平成２１年度)
※施策目標に係る指標と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、総務省「労働力調査」による。
個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）

平成１８年度は、全国７ブロックで仕事と生活の調和推進会議を開催し、地域の特性
を踏まえた推進プログラムを策定をした。また、４７都道府県で仕事と生活の調和のと
れた働き方に係るシンポジウムを開催した。これらにより、労使や各企業における仕事
と生活の調和のための自主的取組が推進され、国の取組も相まって目標に係る数値の改
善がみられた。

これらの事業の実施により指標に定めた効果が得られ、また、各種団体を通じて効率
的に事業が進められた。

したがって、これらの事業は仕事と生活の調和に係る社会的気運の醸成を図るための
施策として効果的であったと評価できる。
施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 仕事と生活の調和推進会議の開催
平成18年度 45百万円（補助割合：[国 / ][ / ][ / ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
労使をはじめ地域の関係者が仕事と生活の調和の重要性について認識を共有するとと

もに、その実現に向けた各企業における自主的な取組を促すための会議を開催する。
事務事業名 仕事と生活の調和キャンペーンの推進
平成18年度 339百万円（補助割合：[国 / ][ / ][ / ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
企業の労使関係者の参集を求めシンポジウムを開催する等により、関係労使はもとよ

り広く国民が仕事と生活の調和の重要性や必要性を踏まえた取組みを行うための社会的
気運の醸成を図る。
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個別目標３ 多様な働き方に対応した労働環境等を整備すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 週労働時間６０時間以上の雇用者 12.1 12.2 12.2 11.7 10.8

の割合（単位：％）
(平成１５年(１２．２％)と比べ
１割以上減少／平成２１年度)
※施策目標に係る指標と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、総務省「労働力調査」による。
個別目標３に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業が平成１９年度より実施されるた
め、平成１９年度に実施する実績評価より評価を行うこととする。
施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 特別な休暇制度普及促進事業
平成 年度 百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
労働時間等の設定改善推進の一環として 「労働時間等設定改善指針」に対応した、、

労働者の健康の維持増進に資するための特別な休暇の普及促進を図る。(平成１９年度
新規事業)
事務事業名 テレワークの普及促進等対策
平成 年度 百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
テレワーク相談センターにおいて相談等を実施するほか、総務省と共同でテレワーク

共同利用型システムの試行導入事業を実施する(平成１９年度新規事業)。
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５．評価結果の分類
評価結果は、施策目標の達成状況を原則として、個別目標の達成状況を踏まえつつ、

総合的に判断して分類

① 施策目標を達成した
※ただし、仕事と生活の調和の実現がこれまで以上に求められる中、３０代から４０
代の男性については、週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が増加しているなど依
然として長時間労働の実態があることから、これらの者に重点を置き、引き続き各種
事業を行っていく必要がある。

２ 施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける

３ 施策目標の達成に向けた見直しを検討する
ⅰ 組織体制の見直しの検討
ⅱ 予算の見直しの検討
ⅲ 事務事業の新設の検討
ⅳ その他（ ）

４ 施策目標・個別目標の達成水準の見直しを検討する

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

○ 平成１７年１０月１４日 衆議院厚生労働委員会
政府は、本法の施行に当たり、次の事項について、適切な措置を講ずるべきである。
一～四 （略）

、 、 、 、五 労働時間等設定改善指針の策定に当たっては 育児・介護 地域活動 単身赴任
自己啓発等を行う労働者の実情に応じた労働時間等の設定の改善を促進するものと
なるよう留意するとともに、年次有給休暇の取得率向上に向けて、計画的付与制度
や長期休暇制度の普及促進等実効性ある施策を推進し、一般労働者の労働時間短縮
対策を総合的に推進すること。

六 労働時間等設定改善委員会の設置を促進するよう周知徹底を含め実効性ある施策
を図るとともに、一定要件を満たした衛生委員会を労働時間等設定改善委員会とみ
なすに当たっては、法に定める要件が遵守されるよう、制度運用に万全を尽くすこ
と。

七・八 （略）
○ 平成１７年１０月２５日 参議院厚生労働委員会
政府は、本法の施行に当たり、次の事項について、適切な措置を講ずるべきである。
一～四 （略）

、 、 、 、五 労働時間等設定改善指針の策定に当たっては 育児・介護 地域活動 単身赴任
自己啓発等を行う労働者の実情に応じた労働時間等の設定の改善を促進するものと
なるよう留意するとともに、年次有給休暇の取得率向上に向けて、計画的付与制度
や長期休暇制度の普及促進等実効性ある施策を推進し、一般労働者の労働時間短縮
対策に尽力すること。

六 労働時間等設定改善委員会の設置を促進するよう周知徹底を含め実効性ある施策
を図るとともに、一定要件を満たした衛生委員会を労働時間等設定改善委員会とみ
なすに当たっては、法に定める要件が遵守されるよう、制度運用に万全を尽くすこ
と。

七～十 （略）
②各種政府決定との関係及び遵守状況

○「働き方の見直しやテレワーク人口の倍増などを通じて、仕事と家庭生活の調和を
積極的に推進 （第１６６回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説）」

○ 再チャレンジ支援総合プラン（平成18年12月25日「多様な機会のある社会」推進
会議）
４ 達成すべき目標
(2) 二次目標:再チャレンジ支援のための制度・施設の利用率の向上

(具体例)
②2010年までにテレワーカーを就業者人口の２割にする。

○ ＩＴ新改革戦略(平成18年1月19日ＩＴ戦略本部)
目標
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１．2010 年までに適正な就業環境の下でのテレワーカーが就業者人口の２割を実現
○ ＩＴ重点計画2006(平成18年7月26日ＩＴ戦略本部)

１．７ 生涯を通じた豊かな生活
－全ての人が元気で豊かに活動できる社会の実現－
①2010 年までに適正な就業環境の下でのテレワーカーが就業者人口の２割を実
現するなど、一人ひとりが適材適所で最大限能力を発揮できる社会を実現

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況
なし。

④会計検査院による指摘
なし。

⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
なし。

７．本評価書に関連する他の実績評価書
Ⅵ－１－１ 男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立ができ

る雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整備すること


